
◎住宅宿泊事業法 
（平成二九年六月一六日法律第六五号）   

一、提案理由（平成二九年五月二六日・衆議院国土交通委員会） 

○石井国務大臣 ただいま議題となりました住宅宿泊事業法案の提案理由につきまして

御説明申し上げます。 

 近年、住宅を活用して宿泊サービスを提供するいわゆる民泊について、空き室を一時

的に提供しようとする者と旅行者をインターネット上でマッチングするビジネスが世界

各国で展開されており、我が国でも急速に普及しております。この民泊については、観

光先進国の実現を図る上で、急増する訪日外国人旅行者のニーズや宿泊需給の逼迫状況

への対応のために、その活用を図ることが求められております。 

 一方、民泊については、感染症蔓延防止等の公衆衛生の確保や、地域住民等とのトラ

ブル防止に留意したルールづくりはもとより、旅館業法の許可が必要な旅館業に該当す

るにもかかわらず、無許可で実施されているものもあることから、その是正を図ること

も急務となっております。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、住宅に人を百八十日を超えない範囲で宿泊させる事業を住宅宿泊事業とし、

当該事業を営む者に係る届け出制度を設けるとともに、事業実施に当たって、宿泊者の

衛生の確保等を義務づけることとしております。また、地域の実情を反映して住宅宿泊

事業の実施を制限する仕組みも導入することとしております。 

 第二に、家主が不在である住宅を住宅宿泊事業に用いる場合に、住宅宿泊事業を営む

者からの委託を受け、宿泊者の衛生の確保等の業務を行う事業を住宅宿泊管理業とし、

当該事業を営む者に係る登録制度を設けるとともに、事業実施に当たって、住宅宿泊事

業の適正な遂行のための措置の代行等を義務づけることとしております。 

 第三に、宿泊者と住宅宿泊事業者との宿泊サービス提供についての媒介等を行う事業

を住宅宿泊仲介業とし、海外のみに事務所が所在する者も含め、当該事業を営む者に係

る登録制度を設けるとともに、事業実施に当たって、利用者への契約内容の説明等を義

務づけることとしております。 

 これらの措置を講じ、それぞれの事業を営む者の業務の適正な運営を確保することに

より、健全な民泊の普及を図ることとしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成二九年六月一日） 

○西銘恒三郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、訪日外国人旅行者が急増する中、国内外からの観光旅客の宿泊需要に的確に



対応して健全な民泊の普及を図るため、所要の措置を講じようとするものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、住宅に人を百八十日を超えない範囲で宿泊させる事業を住宅宿泊事業とし、

当該事業者に係る届け出制度を創設すること、 

 第二に、家主不在型の住宅宿泊事業者から委託を受け、宿泊者の衛生の確保等の業務

を行う事業を住宅宿泊管理業とし、当該事業者に係る登録制度を創設すること、 

 第三に、宿泊者と住宅宿泊事業者との宿泊サービス提供についての媒介等を行う事業

を住宅宿泊仲介業とし、当該事業者に係る登録制度を創設すること 

などであります。 

 本案は、去る五月二十五日本委員会に付託され、翌二十六日石井国土交通大臣から提

案理由の説明を聴取した後、三十日に質疑に入り、同日参考人から意見を聴取し、翌三

十一日に質疑を終了いたしました。質疑終了後、討論を行い、採決の結果、本案は賛成

多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月三一日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 これまで、いわゆる民泊については、その実態が十分把握されてこなかったことか

ら、本法施行後、住宅宿泊事業者の家主居住型・家主不在型それぞれについて、住宅

提供者・宿泊日数等の実態把握を行うこと。また、住宅宿泊管理業者及び住宅宿泊仲

介業者に対する適正な規制が課せるよう宿泊日数等の実態把握を行い、違法民泊の取

締りに努めること。 

二 政府は、適正な住宅宿泊事業を行わせるため、十分な指導・監督を地方自治体が行

えるよう保健所等の人員確保・体制の構築に対し、財源を含めて必要な措置を講じる

こと。 

三 家主不在型の場合、周辺住民からの苦情等に対応する住宅宿泊管理業者に対して、

地方自治体からの指導が円滑に行えるよう必要な措置を講じること。 

四 政府は、それぞれの地域の実情に応じて住宅宿泊事業を実施できるよう、十分な配

慮を行うこと。 

五 政府は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会を控えていることを踏まえ、

本法の施行状況について、課題があると認める場合には、速やかに必要な措置を講じ

ること。 

六 周辺住民の不安を取り除くため、安全・衛生管理・防火・騒音等の対策について関

係省庁は十分な連携を図ること。 

七 訪日外国人観光旅客が急増する中、健全な民泊の普及を図り、観光産業の更なる発



展のため、本法の趣旨を広く国民に周知すること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成二九年六月九日） 

○増子輝彦君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国における観光客の宿泊をめぐる状況に鑑み、住宅宿泊事業を営む

者に係る届出制度並びに住宅宿泊管理業を営む者及び住宅宿泊仲介業を営む者に係る登

録制度を設ける等の措置を講ずることにより、これらの事業を営む者の業務の適正な運

営を確保しつつ、国内外からの観光客の宿泊に対する需要に的確に対応してこれらの者

の来訪及び滞在を促進しようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、創設される民泊制度の

適正な運用と違法民泊の排除、宿泊日数制限の在り方及び宿泊者の本人確認方法、周辺

住民とのトラブル防止方策、地域の実情を踏まえた制度運用の必要性等について質疑が

行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、希望の会（自由・社民）の青木愛委員より、宿泊上限日数の短縮

に関する修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して辰巳孝太郎委員より原案に

反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定をいたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年六月八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 これまで、いわゆる民泊については、その実態が十分把握されてこなかったことか

ら、本法施行後、住宅宿泊事業者の家主居住型・家主不在型それぞれについて、住宅

提供者・宿泊日数等の実態把握を行うこと。また、住宅宿泊管理業者及び住宅宿泊仲

介業者に対する適正な規制がなされるよう法に基づく届出、登録等の諸手続の遵守の

確保、年間宿泊日数等の適切な把握などによって、違法民泊の厳正な取締りに努める

こと。 

二 政府は、適正な住宅宿泊事業を行わせるため、また、一の違法民泊の厳正な取締り

を含む十分な指導・監督を地方自治体が行えるよう、保健所をはじめとする関係部局

の人員確保及び体制の構築に関し、財源を含めて必要な措置を講ずること。 

三 政府は、民泊が犯罪の温床とならないよう、地方自治体と連携して、住宅宿泊事業

者等が宿泊者の本人確認とその名簿の管理を厳正に行っていることをチェックする仕

組みの整備及び罰則の厳正な適用に努めること。 



四 政府は、家主不在型の場合、周辺住民からの苦情等に適切かつ丁寧に対応するよう

住宅宿泊管理業者に対し地方自治体が指導を的確に行うために必要な措置を講ずると

ともに、周辺住民の不安を取り除くため、事業開始に際して事業者からの丁寧な説明

がなされるよう促すほか、安全・衛生管理・防火・騒音等の対策について関係省庁間

の十分な連携を図ること。 

五 政府は、地方自治体において、生活環境の維持保全や地域の観光産業の育成・促進

の必要性など、それぞれの地域の実情や宿泊ニーズに応じた住宅宿泊事業の制度運用

が可能となるよう、十分な配慮を行うこと。特に、都道府県が条例を制定する際には、

地域の実情に精通した市町村から意見を聴取し、これに配慮することを政省令等にお

いて明確にすること。 

六 本法による民泊制度に関し、既存の旅館業法に基づくホテル・旅館業者等との公

正・公平な競争条件の確保の必要性にも留意しつつ、届出住宅に係る固定資産税等の

住宅用地特例の適用、外国住宅宿泊仲介業者をはじめとする事業者への課税の実効性

の確保等の在り方について検討し、必要な措置を講ずること。 

七 災害時における宿泊者の迅速かつ円滑な避難を確保するため、住宅宿泊事業者等が

宿泊者に対して避難路、避難場所等も含めた情報を適切に提供できるよう、地方自治

体と連携して必要な対策を講ずること。 

八 本法による民泊制度の実施に当たっては、良質な賃貸住宅の不足など住宅確保要配

慮者の居住の安定の確保に支障が生ずることのないよう十分留意すること。 

九 訪日外国人観光旅客が急増する中、健全な民泊の普及による観光産業の更なる発展

を図るため、本法の趣旨を広く国内外に周知するとともに、東京オリンピック・パラ

リンピック競技大会を控えていることを踏まえ、本法の施行状況について、課題があ

ると認める場合には、速やかに必要な措置を講ずること。 

  右決議する。 


